
【地域福祉計画】の進捗状況（令和５年度実績・令和６年度見込）

「第４期地域福祉計画」（計画期間：令和元年度～令和６年度）

個別施策 施策内容（計画記載） Ｒ５実績 Ｒ６見込 主な成果 今後の課題・方向性 所管課

＜基本目標１＞　一人ひとりがつながるまちづくり
１－１　人権意識、福祉意識の向上

地域で暮らす一人ひとりが個人の尊
厳やプライバシーを理解しながら、相
手を思いやり、お互いを大切にする意
識やこころを育むために、広報しまもと
やパンフレット等を活用して啓発を推
進します。

人権啓発に関する広報掲載（人権週間
など）

人権啓発に関する広報掲載（人権週間
など）

人権啓発に関する広報を実施 広報誌・HP・LINE等で引き続き啓発を
推進

人権文化セン
ター

人権文化センターを人権啓発や地域
交流等の拠点として、各種教室やイベ
ント、相談事業等を実施するとともに、
地域住民の学習・活動の場として活用
を促進します。

①「ふれあい夜店」を一新し、「しまもと
ふれあいフェスタ」を実施
②「パソコン教室」や「いこいの広場」を
実施
③「総合生活相談」を実施

①「しまもとふれあいフェスタ」を実施
②「パソコン教室」や「いこいの広場」を
実施
③「総合生活相談」を実施

コロナ禍でR2-4の期間「ふれあい夜
店」は中止したが、各種教室や相談事業
は実施
※R5にふれあい夜店をリニューアルし
て「ふれあいフェスタ」として実施

引き続き、各種事業を実施 人権文化セン
ター

人権啓発イベントや男女共同参画講
座等を充実し、住民が支え合いなが
ら、共に生きる社会の実現に努めま
す。

①「人権のつどい」を実施
②「人権講座」を実施（対面）
③「男女共同参画講座」を実施（対面、
実践型）

①「人権のつどい」を実施
②「人権講座」を実施
③「男女共同参画講座」を実施

コロナ禍で一部事業は中止・縮小した
が、対面講座を再開し、座学だけでなく
受講者も参加実践する実践型講座を行
い人権に関する啓発を実施した。

対面、オンライン等それぞれの特徴を取
り入れ、継続実施

人権文化セン
ター

地域住民や福祉関係者の協力を得な
がら、乳幼児や高齢者、障害者との交
流や体験等を通じて、福祉意識を育む
取組に努めます。

①「社協まつり」を開催
②「ボランティアフェスティバル」を実施
③「子育てサロン」を実施

①「社協まつり」を開催
②「ボランティアフェスティバル」を実施
③「子育てサロン」を実施

コロナ禍で社協まつり・ボランティア
フェスティバルは中止したが、子育てサ
ロンはYoutube配信やオンライン等も
活用して開催した。（イベントはR4から
再開）

継続実施 福祉推進課

高齢者や障害者に対する理解を深
め、地域での支え合いの大切さを理解
するために、広報しまもとや町ホーム
ページ、パンフレット等を通じて啓発を
進めていきます。

障害者差別解消法に関する事業所職
員・町職員向け研修会は実施できてい
ないが、町ホームページで障害者差別
解消法の周知を実施した。

障害者差別解消法に関する研修を検討
HPで障害者理解等について周知（差別
解消・障害者マーク・虐待防止・障害者
週間等）

コロナ禍で研修は中止したが、HP・広
報誌での啓発は実施

コロナ禍により中止していた研修を再
開・活性化していく。
広報誌・HP等での周知も継続実施

福祉推進課

「障害者週間」等において、関係団体・
機関の参加のもと、街頭啓発や展示
等を行い、障害者への理解の促進を
図ります。

・パネル展、街頭啓発は中止
・障害者作品展はHP掲載によりWEB
上で開催
・障害者週間ふれあいバザールを実施

障害者週間事業を実施（バザール、作品
展、啓発など）

コロナ禍で障害者週間啓発事業はほと
んど中止となったが、WEBでの作品展
開催、当事者情報の発信、冊子作成な
どにより啓発を行った。（販売イベント
＝ふれあいバザールはR4から再開）

コロナ禍で中止・縮小していた啓発・イ
ベント等を再開・活性化するとともに、
内容の見直しを検討する。

福祉推進課

発達障害等、あまり認識されていない
障害について、障害の特徴や対応方
法等の啓発に努めます。

発達障害等の相談は育児相談や電話・
訪問等で保健師が対応し、必要な方に
は経過観察健診やきらきら相談での発
達相談へつないでいる。また、1歳6か
月児健診において大阪府作成の発達障
害についてのチラシを配布して保護者
へ啓発している。
・経過観察健診（発達相談）：
　183人（年60回）
・きらきら相談：延153人（年23回）
・１歳6か月児健診受診者：244人

発達障害等の相談は育児相談や電話・
訪問等で保健師が対応し、必要な方に
は経過観察健診やきらきら相談での発
達相談へつないでいる。また、1歳6か
月児健診において大阪府作成の発達障
害についてのチラシを配布して保護者
へ啓発している。

発達障害等の相談は育児相談や電話・
訪問等で保健師が対応し、必要な方に
は経過観察健診やきらきら相談での発
達相談につないだ。また、1歳6か月児
健診において大阪府作成の発達障害に
ついてのチラシを配布して保護者へ啓
発した。

引き続き発達障害等の啓発と相談対応
に努める。

福祉推進課
すこやか推進課

① 人権の尊重と
情報提供の推進

② 地域共生社会
に向けた福祉意識
の向上

計画期間の総括(R1～R6年度)

令和６年度第１回住民福祉審議会 【資料２－２】
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「第４期地域福祉計画」（計画期間：令和元年度～令和６年度）

個別施策 施策内容（計画記載） Ｒ５実績 Ｒ６見込 主な成果 今後の課題・方向性 所管課

計画期間の総括(R1～R6年度)

すべての住民の自立や社会参加を妨
げることのないよう、福祉についての
正しい理解・認識を深めるための教育
を充実します。

広報しまもとやホームページでの周知
を通じて、福祉意識の醸成や、地域や家
庭での福祉に関する学習の促進を図
る。

広報しまもとやホームページでの周知
を通じて、福祉意識の醸成や、地域や家
庭での福祉に関する学習の促進を図
る。

広報誌・HP・SNS等を通じ、福祉意識
の醸成や、地域や家庭での福祉に関す
る学習の促進を図った。

継続実施 福祉推進課

ボランティア団体やサービス提供事業
者等の協力のもと、地域福祉に関する
学習機会のさらなる充実を図ります。

ボランティア団体、サークル等を通じ
て、福祉意識の醸成、地域や家庭での
福祉に関する学習の促進を図る。

ボランティア団体、サークル等を通じ
て、福祉意識の醸成、地域や家庭での
福祉に関する学習の促進を図る。

ボランティア団体、サークル等を通じ
て、福祉意識の醸成、地域や家庭での
福祉に関する学習の促進を図った。

継続実施 福祉推進課

次世代を担う子どもたちが、地域福祉
を知り、地域活動に参加していくため
に、保育所や幼稚園・小中学校におけ
る福祉教育や体験学習等を推進しま
す。

各学校において、児童生徒が地域福祉・
ボランティア等を知る・学ぶ機会とし
て、体験学習を通して、福祉意識の醸成
を図った。

各学校において、児童生徒が地域福祉・
ボランティア等を知る・学ぶ機会とし
て、さまざまな体験学習を通して、福祉
意識の醸成を図る。

各学校において、児童生徒が地域福祉・
ボランティア等を知る・学ぶ機会とし
て、さまざまな体験学習を通して、福祉
意識の醸成を図った。

継続実施 教育推進課

次世代を担う子どもたちが、地域福祉
を知り、地域活動に参加していくため
に、保育所や幼稚園・小中学校におけ
る福祉教育や体験学習等を推進しま
す。

幼稚園では、敬老の日にハガキを送付
した。

幼稚園で敬老の日にハガキを送付 幼稚園では、敬老の日にハガキを送付
した。

継続実施 子育て支援課

広報しまもと・町ホームページ・ケーブ
ルテレビ・パンフレット等の各種広報媒
体を活用して、地域福祉・ボランティア
等に関する情報の発信を強化し、地域
福祉を知る・学ぶ機会の充実に努めま
す。

◆広報しまもと、ホームページ、LINE
での周知を通じて、福祉意識の醸成や、
地域や家庭での福祉に関する学習の促
進を図る。
◆社会福祉協議会が主体となった「し
まもと社協まつり」、各ボランティア団
体等の体験ができる「ボランティアフェ
スティバル」を開催。
◆広報しまもと9月号で「ボランティア」
特集記事を掲載

◆町HPの地域福祉関連ページを大幅
拡充（社協、CSW、ボランティア、たの
む和、いまどこネット、法律相談、赤十
字活動、災害義援金、更生保護活動の
ページを新設）
◆広報誌・HP・SNS等で情報発信
◆社協まつり等の福祉イベントを実施

◆R2から「町公式LINEアカウント」に
よる情報発信を開始
◆コロナ禍でイベント・講座・街頭啓発
など対面型事業は多く中止・縮小した
が、HP・SNS・動画配信・リモートなど、
WEBを活用した情報発信・啓発を行っ
た。
◆R6に町HPの地域福祉関連ページを
大幅拡充した。（→社協、CSW、ボラン
ティア、たのむ和、いまどこネット、法律
相談、赤十字活動、災害義援金、更生保
護活動のページを新設）

継続実施 福祉推進課

関係団体やボランティア、高齢者、障
害者が交流することにより、福祉意識
の醸成を図ります。

ボランティア団体、サークル等を通じ
て、福祉意識の醸成、地域や家庭での
福祉に関する学習の促進を図る。

ボランティア団体、サークル等を通じ
て、福祉意識の醸成、地域や家庭での
福祉に関する学習の促進を図る。

ボランティア団体、サークル等を通じ
て、福祉意識の醸成、地域や家庭での
福祉に関する学習の促進を図った。

継続実施 福祉推進課

１－２　交流とコミュニティ活動の推進
◆社会福祉協議会が主体となった「し
まもと社協まつり」、各ボランティア団
体等の体験ができる「ボランティアフェ
スティバル」を開催した。
◆各地区において子育てサロン」等、各
種サロン活動を実施している。

◆社会福祉協議会が主体となった「し
まもと社協まつり」、各ボランティア団
体等の体験ができる「ボランティアフェ
スティバル」を開催
◆各地区において子育てサロン」等、各
種サロン活動を実施

コロナ禍で社協まつり・ボランティア
フェスティバルは中止したが、子育てサ
ロンはYoutube配信やオンライン等も
活用して開催した。（イベントはR4から
再開）

継続実施 福祉推進課

いこいの広場（卓球、囲碁、絵画、いき
いき百歳体操、カラオケ）を実施する。

いこいの広場（卓球、囲碁、絵画、いき
いき百歳体操、カラオケ）を実施

いこいの広場（卓球、囲碁、絵画、いき
いき百歳体操、カラオケ）を実施した。

継続実施 人権文化セン
ター

農林業祭、島本夏まつり等各団体のイ
ベント開催を支援

農林業祭、島本夏まつり等各団体のイ
ベント開催を支援

コロナ禍で各種イベントは中止・縮小し
たが、R4頃から順次再開した。

継続実施 にぎわい創造課

地域で開催される行事やイベント等を
通じ、年齢や障害の有無等に関係な
く、様々な人が交流できる居場所づく

りを促進します。

④ 地域福祉に関
する広報・啓発の
推進による福祉意
識の醸成

① 交流の居場所
づくりの促進

③ 福祉教育の推
進



「第４期地域福祉計画」（計画期間：令和元年度～令和６年度）

個別施策 施策内容（計画記載） Ｒ５実績 Ｒ６見込 主な成果 今後の課題・方向性 所管課

計画期間の総括(R1～R6年度)

町民スポーツ祭や文化祭などの行事や
イベントを実施し、開催にあたっては誰
もが参加できるよう工夫し実施に努め
た。

町民スポーツ祭や文化祭などの大きな
イベントや定期的な体験教室の開始な
ど創意工夫を行い、だれもが参加しや
すい環境に努める。

令和２、３年度はコロナ禍により各種イ
ベントが中止・縮小したが、R4頃から順
次再開した。

継続実施 生涯学習課

自治会などの地域団体の組織化の支援
を行うとともに、それらの活動を支援す
ることで、様々な世代の地域住民の交
流機会の充実に努める。

自治会などの地域団体の組織化の支援
を行うとともに、それらの活動を支援す
ることで、様々な世代の地域住民の交
流機会の充実に努める。

自治会などの地域団体の組織化の支援
を行うとともに、それらの活動を支援す
ることで、様々な世代の地域住民の交
流機会の充実に努めた。

継続して実施するとともに、自治会に
関しては従来の形に囚われず、新たな
自治会の姿を模索する。

政策企画課

年長者クラブへの活動助成を実施し
た。
年長者単位クラブ数　23

年長者クラブへの活動助成を実施 年長者クラブの活動を支援した。 継続実施 高齢介護課

団体運営に対する助言や希望する住民
へ生涯学習関係団体の情報を提供する
等、交流機会拡充の支援に努めた。

団体運営に対する助言や希望する住民
へ生涯学習関係団体の情報を提供する
等、交流機会拡充の支援に努める。

コロナ禍により活動の制限や縮小を余
儀なくされた団体もあったが、団体の
設立支援や、希望する住民への情報提
供に取り組んだ。

継続実施 生涯学習課

③ 福祉の担い手
間の連携強化

地域単位で活動する組織・団体・福祉
関係者等地域における福祉の担い手
間の定期的な交流や情報交換・情報
共有等を促進し、連携を強化します。

町内の福祉事業者の参加する「社会福
祉施設地域貢献連絡会」（事務局：社
協）において、地域の事業者が連携して
地域課題に取り組んでいる。

町内の福祉事業者の参加する「社会福
祉施設地域貢献連絡会」（事務局：社
協）において、地域の事業者が連携して
地域課題に取り組む

町内の福祉事業者の参加する「社会福
祉施設地域貢献連絡会」（事務局：社
協）において、地域の事業者が連携して
地域課題に取り組んだ。

継続実施 福祉推進課

④ 地域での新た
な取組への支援

地域の課題やニーズに対応するため
に、地域団体やボランティア・ＮＰＯ等
が行う新たな取組を支援します。

◆地域団体やボランティア・ＮＰＯなど
の相談に応じ、取組みの支援に努める。
◆「公募型公益活動事業補助金」：
　→３団体採択し、事業実施。

◆地域団体やボランティア・ＮＰＯなど
の相談に応じ、取組みの支援に努める。
◆「公募型公益活動事業補助」を実施

公募型公益活動事業補助制度を実施
し、町内の団体による活動を支援した。

継続実施 人権文化セン
ター

政策企画課

＜基本目標２＞　助け合い、支え合いが活発なまちづくり
２－１　地域で活躍する人材の確保・育成

島本町社会福祉協議会ボランティアセ
ンターを中心に、ボランティア活動等
住民による福祉活動を幅広く支援しま
す。

◆社協に福祉ボランティア活動助成を
行い、社協ボランティアセンターの運営
を支援。
◆社協ボランティアセンターでは公式
LINEにより、ボランティア関連の情報
を随時発信している。
　登録者：　個人93人、団体19、グルー
プ340人

◆社協に福祉ボランティア活動助成を
行い、社協ボランティアセンターの運営
を支援

社協ボランティアセンターの運営を支
援
※社協ボラセンでは公式LINEでボラ
ンティア情報を随時発信した。
※コロナ禍でボランティア活動も制約
を受けたが、WEBを活用した新たな活
動（動画編集ボランティア、スマホボラ
ンティア）も始まった。

継続実施 福祉推進課

島本町ボランティア情報センターにお
いて、ボランティアに関する情報提供
の一元化等、ボランティア活動の活性
化に向けた取組を推進します。

島本町ボランティア情報センターにお
いてボランティアに関する情報を提供
することにより、ボランティア活動の活
性を図る。

島本町ボランティア情報センターにお
いてボランティアに関する情報を提供
することにより、ボランティア活動の活
性を図る。

島本町ボランティア情報センターにお
いてボランティアに関する情報を提供
することにより、ボランティア活動の活
性を図った。

ボランティア活動の推進について検討
を進める。

人権文化セン
ター

ボランティアコーディネーターを通じ、
ボランティア活動の相談やボランティ
ア活動の受け入れ・調整、ボランティア
活動の支援等を行います。

社協ボランティアセンターにボランティ
アコーディネーターを配置し、ボラン
ティア相談への対応と派遣調整を行う。
→合計　相談130件・派遣145件

社協ボランティアセンターにボランティ
アコーディネーターを配置し、ボラン
ティア相談への対応と派遣調整を行う。

社協ボランティアセンターにボランティ
アコーディネーターを配置し、ボラン
ティア相談への対応と派遣調整を行っ
た。

継続実施 福祉推進課

地域で開催される行事やイベント等を
通じ、年齢や障害の有無等に関係な
く、様々な人が交流できる居場所づく

りを促進します。

自治会や年長者クラブ、 こども会等の
地域団体の組織化の支援を行うとと
もに、それらの活動を支援することで、
様々な世代の地域住民の交流機会の
充実に努めます。

② コミュニティ活
動の支援

① 交流の居場所
づくりの促進

① ボランティアセ
ンター機能や連携

の強化
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「第４期地域福祉計画」（計画期間：令和元年度～令和６年度）

個別施策 施策内容（計画記載） Ｒ５実績 Ｒ６見込 主な成果 今後の課題・方向性 所管課

計画期間の総括(R1～R6年度)

地域住民のボランティア活動への参加
を働きかけるため、ボランティアの種類
や経験に応じた講座や研修会を実施
し、参加機会を創出します。

＜社協事業＞
①点訳（入門・スキルアップ）
②マジックボランティア
③手話（入門）
④サマー子どもボランティア
⑤ボランティア体験プログラム

社協ボランティアセンターにて、各種ボ
ランティア養成講座等を実施

社協ボランティアセンターにて、各種ボ
ランティア養成講座等を実施（点訳、手
話、子どもボランティア、ボランティア
体験プログラムなど）

継続実施 福祉推進課

講座等の修了者が地域福祉の担い手
として活躍できるよう、ボランティア団
体等への登録の働きかけや地域福祉
活動に関する情報提供等の支援を行
います。

①町委託、社協事業の各種ボランティ
ア講座修了者には、ボランティア団体へ
の登録を働きかけている。
②ボランティアだよりの発行
　→年2回発行。活動紹介等

①町委託、社協事業の各種ボランティ
ア講座修了者には、ボランティア団体へ
の登録を働きかける。
②ボランティアだよりの発行

・各種ボランティア講座修了者にボラン
ティア団体への登録を働きかけ
・ボランティアだよりの発行

継続実施 福祉推進課

地域で暮らす元気な高齢者や定年退
職した人が持つ豊富な知識や経験を
地域活動の中で活かせるよう、参加す
るきっかけづくりや活動の場の提供に
努めます。

＜社協事業＞
①点訳（入門・スキルアップ）
②マジックボランティア
③手話（入門）
④サマー子どもボランティア
⑤ボランティア体験プログラム

社協ボランティアセンターにて、各種ボ
ランティア養成講座等を実施

社協ボランティアセンターにて、各種ボ
ランティア養成講座を実施（点訳、手
話、子どもボランティア、ボランティア
体験プログラムなど）

継続実施 福祉推進課

２－２　連携強化と小地域ネットワーク活動の推進
① 島本町社会福
祉協議会の機能の
強化

本町における地域福祉推進の核であ
る島本町社会福祉協議会との連携を
強化し、地区福祉委員会活動等、その
機能が十分に発揮されるように努めま
す。

社会福祉協議会への支援
　地域福祉推進の核として位置づけら
れる社会福祉協議会の法人運営に対し
補助を実施する。

社会福祉協議会への支援
　地域福祉推進の核として位置づけら
れる社会福祉協議会の法人運営に対し
補助を実施する。

地域福祉推進の核として位置づけられ
る社会福祉協議会の法人運営に対し補
助を実施

今後検討する「重層的支援体制」につい
て、社協と協議・調整を進める必要があ
る。

福祉推進課

地区福祉委員会を中心に地域の組
織・団体や民生委員児童委員・コミュ
ニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）等が
連携して地域の課題を共有し、解決で
きるよう、小地域ネットワーク活動をさ
らに充実させます。

小地域ネットワーク活動の推進
◆グループ援助活動（いきいきサロン・
子育てサロン・世代間交流事業等）と個
別援助活動（配食サービス・見守り・声
掛け等）を地区福祉委員会が中心とな
り実施
◆スマホの利用方法を学ぶ「デジタル
ふれあいcafé」を新たに実施

小地域ネットワーク活動の推進
グループ援助活動（いきいきサロン・子
育てサロン・世代間交流事業等）と個別
援助活動（配食サービス・見守り・声掛
け等）を地区福祉委員会が中心となり
実施

小地域ネットワーク活動を実施（いきい
きサロン・子育てサロン・世代間交流事
業等、配食サービス・見守り・声掛け等）
※動画編集ボランティア養成講座、ス
マホ教室、ニュースポーツ「ボッチャ」な
ど新しいイベントを開催した。
※スマホの利用方法を学ぶ「デジタル
ふれあいcafé」を新たに実施

継続実施 福祉推進課

◆小地域ネットワーク活動・ＣＳＷ等に
ついて、「広報しまも」と「しまもと社協
だより」等で周知した。

◆小地域ネットワーク活動・ＣＳＷ等に
ついて、「広報しまも」と「しまもと社協
だより」等で周知

小地域ネットワーク活動・ＣＳＷ等につ
いて、広報誌等で周知

継続実施 福祉推進課

◆町HP「民生委員」のページをリニュー
アルし、掲載内容を拡充。
◆広報しまもと12月号で民生委員に関
する記事を掲載。
◆民生委員児童委員協議会でもチラシ
の全戸配布を行う。
◆主任児童委員を紹介したパンフレッ
トを保育所等に配架した。

広報誌・HP・チラシ等で民生委員活動
を周知

広報誌・ＨＰ・チラシ配布等にて民生委
員に関する周知を実施
※R5年度に町HPの民生委員のページ
をリニューアル

継続実施 福祉推進課

② 小地域ネット
ワーク活動の推進

② 地域活動、ボラ
ンティアの担い手
の発掘・確保・育
成

小地域ネットワーク活動、民生委員児
童委員、コミュニティソーシャルワー
カー（CSW）について、住民の理解を
深めるため、様々な機会や媒体を活用
するとともに、掲載頻度や掲載媒体を
充実させて周知に努めます。



「第４期地域福祉計画」（計画期間：令和元年度～令和６年度）

個別施策 施策内容（計画記載） Ｒ５実績 Ｒ６見込 主な成果 今後の課題・方向性 所管課

計画期間の総括(R1～R6年度)

近隣での支えあいを強化・推進するた
めに、自治会・班単位での支えあいや見
守り・助け合い活動を働きかける。

近隣での支えあいを強化・推進するた
めに、自治会・班単位での支えあいや見
守り・助け合い活動を働きかける。

近隣での支えあいを強化・推進するた
めに、自治会・班単位での支えあいや見
守り・助け合い活動を働きかけた。

継続実施 政策企画課

日常生活上の援助が必要な高齢者が、
孤立することなく住み慣れた地域で在
宅生活を送れるよう、既存の制度の対
象とならない困りごとを住民同士が会
員となって助けあう有償活動「たのむ
和」を実施。
　サポーター会員　24人
　利用会員　15人
　援助活動　209回

日常生活上の援助が必要な高齢者が、
孤立することなく住み慣れた地域で在
宅生活を送れるよう、既存の制度の対
象とならない困りごとを住民同士が会
員となって助けあう有償活動「たのむ
和」を実施

高齢者のゴミ出し支援等を行う有償ボ
ランティア「たのむ和」を実施

継続実施 福祉推進課

地域に定着した事業者等を地域での
「見守り役」として位置づけ、民生委員
児童委員、地区福祉委員等との連携
のもと、地域の見守り機能の強化・拡
充を図ります。

◆町内の福祉事業者の参加する「社会
福祉施設地域貢献連絡会」（事務局：社
協）において、地域の事業者が連携して
地域課題に取り組み、新たに、設置10
周年を記念して「施設マップ」のチラシ
を作成し、配布を行っている。
　→福祉避難所個別協定の意思確認を
改めて行ったほか、生活困窮者自立支
援事業の就労体験先としての協力を要
請している。

◆町内の福祉事業者の参加する「社会
福祉施設地域貢献連絡会」（事務局：社
協）において、地域の事業者が連携して
地域課題に取り組む

町内の福祉事業者の参加する「社会福
祉施設地域貢献連絡会」（事務局：社
協）において、地域の事業者が連携して
地域課題に取り組んだ。

継続実施 福祉推進課

地域の身近な相談相手である民生委
員児童委員との連携を深め、福祉
サービスに関する情報提供や講座・研
修会等を通じて資質の向上に努めま
す。

委員全員を対象とした研修、新任者研
修、各部会等での研修を実施

委員全員を対象とした研修、新任者研
修、各部会等での研修を実施

民生委員への研修を実施 継続実施 福祉推進課

広報しまもとや町ホームページ等あら
ゆる広報媒体や機会を活用し、民生委
員児童委員の役割や活動内容につい
て、積極的かつ効果的な広報活動を
行い、その周知を図ります。

◆町HP「民生委員」のページをリニュー
アルし、掲載内容を拡充。
◆広報しまもと12月号で民生委員に関
する記事を掲載。
◆民生委員児童委員協議会でもチラシ
の全戸配布を行う。
◆主任児童委員を紹介したパンフレッ
トを保育所等に配架した。

広報誌・HP・チラシ等で民生委員活動
を周知

広報誌・ＨＰ・チラシ配布等にて民生委
員に関する周知を実施
※R5年度に町HPの民生委員のページ
をリニューアル

継続実施 福祉推進課

＜基本目標３＞　誰もが安心して暮らし続けられるまちづくり
３－１　相談支援体制の強化

① 身近な地域に
おける相談・支援
活動等の充実

民生委員児童委員、地区福祉委員、コ
ミュニティソーシャルワーカー(CSW）
が自治会等の地域組織と連携し、小
地域ネットワークとして相談支援活動
や見守り活動を行いながら、地域にお
ける福祉ニーズを把握するための体
制を強化します。また、地域の関係者
が専門機関と連携し、福祉ニーズを持
つ人を適切な福祉サービスに結びつ
けることができるよう支援します。

小地域ネットワーク活動を中心として、
地域の関係者・機関の連携を図り、専門
機関やサービスへの円滑なつなぎ等が
行える体制づくりに努める。

小地域ネットワーク活動を中心として、
地域の関係者・機関の連携を図り、専門
機関やサービスへの円滑なつなぎ等が
行える体制づくりに努める。

小地域ネットワーク活動を中心として、
地域の関係者・機関の連携を図り、専門
機関やサービスへの円滑なつなぎ等が
行える体制づくりに努めた。

継続実施 福祉推進課

近隣での支え合いを強化・推進するた
め、自治会の活動を支援します。

④ 民生委員児童
委員活動の支援

③ 地域での見守
り・助け合い活動
の推進
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「第４期地域福祉計画」（計画期間：令和元年度～令和６年度）

個別施策 施策内容（計画記載） Ｒ５実績 Ｒ６見込 主な成果 今後の課題・方向性 所管課

計画期間の総括(R1～R6年度)

おおむね小学校区ごとに配置されてい
るコミュニティソーシャルワーカー
（CSW）が、支援を必要とする高齢
者、障害者、子育て中の親等に対する
相談、見守り、必要なサービスへのつ
なぎ等、個別の支援を行います。

CSW配置事業を実施。
　配置4人
　個別相談支援 223件
　サービス利用申請支援 17件
　公的サービス等との共働 39件
　住民活動コーディネート 117件
※R5年度から、コープで「CSWふくし
相談会」を開催

CSW配置事業を実施
※町HPにCSWのページを新設

コミュニティソーシャルワーカー
（CSW）配置事業を実施
※R5年度から、コープで「CSWふくし
相談会」を開催

現状でもCSWは幅広い支援を行って
いるが、今後検討する「重層的支援体
制」において、どのように各機関と連携
し、包括的な支援を充実していけるか
検討が必要。

福祉推進課

コミュニティソーシャルワーカー
（CSW）について、広報しまもと等を通
じて周知・啓発に努めます。

◆広報しまもとでCSWを周知。
◆CSW紹介チラシを福祉推進課窓口
等に設置している。

◆広報誌・チラシ・HP等でCSWを周知
※町HPにCSWのページを新設

コミュニティソーシャルワーカー（csw）
について広報等の周知に務めた。

継続実施 福祉推進課

①母子・父子・寡婦相談
　→週4日（母子・父子自立支援員を福
祉推進課に配置）
②法律相談（社協委託）
　・弁護士相談　（月3回）
　・司法書士相談（月1回）
③心配ごと相談（社協委託）
　→月2回（※R5年度末で事業終了）
④障害者の相談窓口
　→福祉推進課において「障害者基幹
相談支援センター」として相談対応を実
施。
⑤経済的困窮者の相談窓口
　→社協の「生活自立相談窓口」におい
て、生活困窮者の相談・支援を実施。
⑥ひきこもり当事者・家族の支援
　→社協の「生活自立相談窓口」にて相
談対応を実施（不登校を除く）

各種相談を実施
①ひとり親等相談（R6から困難な問題
を抱える女性にも対応）
②法律相談（社協委託）
③障害者の相談窓口（福祉推進課の障
害者基幹相談支援センター、うぃっしゅ
の一般相談支援事業）
④経済的困窮者の相談窓口（社協の「生
活自立相談窓口」で生活困窮者の相談・
支援を実施）
⑤ひきこもり当事者・家族の支援（社協
の「生活自立相談窓口」にて相談対応を
実施）
※心配ごと相談はR5年度末で終了

各種相談を実施
①ひとり親等相談（R6から困難な問題
を抱える女性にも対応）
②法律相談（社協委託）
③障害者の相談窓口（福祉推進課の障
害者基幹相談支援センター、うぃっしゅ
の一般相談支援事業）
④経済的困窮者の相談窓口（社協の「生
活自立相談窓口」で生活困窮者の相談・
支援を実施）
⑤ひきこもり当事者・家族の支援（社協
の「生活自立相談窓口」にて相談対応を
実施）
※心配ごと相談はR5年度末で終了

継続実施 福祉推進課

＜人権相談等＞
①人権擁護委員による人権相談（月1
回）
②人権ケースワーク相談(週3日+月1
日）
③総合生活相談（週5日）
④行政相談（月1日）
⑤女性相談（月2回）

人権相談等を実施
①人権相談（人権擁護委員）
②人権ケースワーク相談
③総合生活相談
④行政相談
⑤女性相談

人権相談等を実施
①人権相談（人権擁護委員）
②人権ケースワーク相談
③総合生活相談
④行政相談
⑤女性相談

継続実施 人権文化セン
ター

児童、健康に関する各種相談を実施
①育児・離乳食相談（保健師・管理栄養
士）
②ことばの相談（言語聴覚士）
③健康相談（保健師）

児童、健康に関する各種相談を実施
①育児・離乳食相談（保健師・管理栄養
士）
②ことばの相談（言語聴覚士）
③健康相談（保健師）

児童、健康に関する各種相談を実施
①育児・離乳食相談（保健師・管理栄養
士）
②ことばの相談（言語聴覚士）
③健康相談（保健師）

継続実施 すこやか推進課

地域包括支援センターにおいて高齢者
の各種相談に対応

地域包括支援センターにおいて高齢者
の各種相談に対応

地域包括支援センターは、令和２年度か
ら開室時間を月曜日から土曜日までの
９時から１８時と拡大し、高齢者の総合
相談窓口としての機能の充実化が図れ
た。

継続実施 高齢介護課

教育センターにおいて、教育相談・発達
相談を実施した。

Ｒ６年４月から教育センターがふれあい
センター内に移転となったが、これまで
と同様に教育相談・発達相談を実施す
る。

教育センターにおいて、教育相談・発達
相談を実施することで、個別の課題・
ニーズに寄り添った対応ができるよう
努めた。

今後も継続して教育相談・発達相談を
実施し、個別の課題・ニーズに寄り添っ
た対応ができるよう努めていく。

教育推進課

家庭児童相談を実施した。 家庭児童相談を実施 家庭児童相談を実施した。 R6年度中に母子保健機能と児童福祉
機能の連携による「(仮称)こどもすこや
かセンター」を設置し、相談体制の更な
る充実を図る。

子育て支援課

② コミュニティ
ソーシャルワー
カー（CSW）の機
能充実

専門的な相談に対応する窓口の整
備・充実に取り組みます。また、各種事
業やイベント等の機会を活用し、課題・
ニーズの把握や相談支援等を展開し
ます。

③ 専門相談窓口
の充実



「第４期地域福祉計画」（計画期間：令和元年度～令和６年度）
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役場窓口への専門職の配置、窓口に
おける職員の意識の向上及び窓口同
士の連携強化に努めます。

役場に社会福祉士、保健師を配置し、認
知症や高齢者・障害者虐待、支援困難
ケース等の相談に専門職が対応できる
体制を整えるとともに、窓口同士の連
携により、制度案内や手続きなどにつ
なげることにより、満足度の向上を図
る。
令和５年度当初、事務職（社会福祉士）
２名及び保健師２名を採用し、相談体制
の維持・充実のための配置に努めた。

役場に社会福祉士、保健師を配置し、認
知症や高齢者・障害者虐待、支援困難
ケース等の相談に専門職が対応できる
体制を整えるとともに、窓口同士の連
携により、制度案内や手続きなどにつ
なげることにより、満足度の向上を図
る。

役場に社会福祉士、保健師を配置し、認
知症や高齢者・障害者虐待、支援困難
ケース等の相談に専門職が対応できる
体制を整えるとともに、窓口同士の連
携により、制度案内や手続きなどにつ
なげることにより、満足度の向上を図っ
た。

引き続き、高齢者や家族・支援者に安心
して相談してもらえる窓口体制づくり
に努めるとともに、各窓口の連携強化
を強め、住民満足度のさらなる向上を
図り、必要な専門職を配置することに
より相談体制の維持・充実を図るため、
定期的な職員採用に努める。

福祉推進課
すこやか推進課

高齢介護課
子育て支援課

各種相談窓口の連携やワンフロア化
に努め、総合的な相談体制を構築する
ことで、利用満足度の高い相談窓口づ
くりを推進します。

新庁舎建設工事を開始した。実施設計
に基づき、窓口の集約化・ワンフロア
化・相談室、相談ブースの拡充等を行
う。

新庁舎建設工事を実施し、窓口の集約
化・ワンフロア化・相談室、相談ブースの
拡充等に向けた準備を進める。（R7年
5月開設予定）

新庁舎建設工事を開始し、窓口の集約
化・ワンフロア化・相談室、相談ブースの
拡充等に向けた準備を進めている。

R7年度に新庁舎を開設し、窓口の集約
化、ワンフロア化、相談室・相談ブース
の拡充等を図る。

総務・債権管理課

３－２　緊急時の支援の充実

① 緊急通報シス
テムを活用した緊
急時の対応の推進

ひとり暮らし高齢者等の急病時等、緊
急時に迅速かつ適切な支援を行うた
め、緊急通報システムを活用するとと
もに、地域住民による見守り活動を推
進します。

緊急通報装置設置事業
　設置件数：172件

緊急通報装置設置事業を実施
※R6からスマホ型機器も利用可能に

一人暮らし等の高齢者の地域での安心
した生活に寄与した。

令和６年度から携帯電話のみの世帯の
方も利用できるように携帯型機器の導
入を図るとともに、同居人がいる場合
でも、緊急時に同居人による対応が難
しい世帯の高齢者も当該制度を利用で
きるように対象者の拡大を行う。

高齢介護課

② 「しまもと安心
ボトル」を活用し
た緊急時の対応の
推進

ひとり暮らしの高齢者等に救急医療情
報キット「しまもと安心ボトル」を配付
し、地域で安心して暮らせる環境づく
りを推進します。

しまもと安心ボトル配付事業
　配付件数：86件

しまもと安心ボトル配付事業を実施 ひとり暮らしの高齢者等に救急医療情
報キット「しまもと安心ボトル」を配付
し、高齢者の緊急搬送時の対応の円滑
化に寄与した。

継続実施 高齢介護課

子どもたちの安全・安心対策として、
「こども110番の家」運動、登下校時の
見守り等を地域住民や関係団体の協
力のもと継続して実施します。

子どもたちの安全・安心対策として「こ
ども１１０番の家」運動を地域住民や関
係団体の協力のもと継続して実施し
た。※令和5年度より教育推進課が所
管

子どもたちの安全・安心対策として「こ
ども１１０番の家」運動を地域住民や関
係団体の協力のもと継続して実施

「こども１１０番の家」運動を地域住民や
関係団体の協力のもと継続して実施
し、子どもたちの安全・安心につなげ
た。

継続実施 教育推進課

通学路の危険箇所をまとめた「子ども
安全マップ」を更新・配付し、子どもの
安全・安心対策の強化に努めます。

通学路の危険箇所をまとめた「子ども
安全マップ」については、各小学校と連
携・共有して更新したものを配付し、子
どもの安全・安心対策の強化に努めた。

通学路の危険箇所をまとめた「子ども
安全マップ」については、各小学校と連
携・共有して更新したものを配付し、子
どもの安全・安心対策の強化に努める。

各小学校と連携・共有し、子どもの安心
安全ためにマップを追記、更新すること
ができた。

継続実施 教育推進課

３－３　災害時の支援の充実
災害時の避難等に支援が必要な要介
護高齢者や重度の障害者等の「避難
行動要支援者名簿」を作成・更新し、
避難行動要支援者の把握に努めま
す。

名簿提供団体への名簿の更新、未配付
団体への協定締結の働きかけを行っ
た。

名簿提供団体への名簿の更新、未配付
団体への協定締結の働きかけを行う。

避難行動要支援者名簿の提供団体への
名簿の更新、未配付団体への協定の働
きかけを行った。

避難行動要支援者の名簿共有にかかる
協定団体（自主防災会・自治会）を増や
していく必要がある。

福祉推進課
危機管理室

「避難行動要支援者名簿」の情報を本
人の同意を得た上で関係機関と共有
し、個別の避難経路や支援内容等を
定める「個別計画」の作成に努めま
す。

◆「個別避難計画」の試行的作成に着手
　→茨木保健所と連携し、医療的ケアを
要する重度障害児者の個別プランを試
行的に作成（5件作成）

◆R6から、介護・福祉事業所への作成
委託により、災害リスク等から優先度
の高いと思われる登録者を中心に「個
別避難計画」の作成を進めていく。

◆避難行動要支援者の「個別避難計画」
の作成にR5年度から試行的に着手。茨
木保健所と連携し医療的ケア児のプラ
ンを作成
◆R6から福祉事業所への作成委託に
よるプラン作成を進める。

◆福祉事業所委託によりプラン作成を
推進し、優先度の高い登録者のプラン
作成を図る。
◆R6に構築する「統合型GIS・公開型
GIS」を、登録者管理やプラン作成に活
用する。

福祉推進課
高齢介護課
危機管理室

役場窓口における
相談体制の充実

③ 子どもの安全・
安心対策の充実

① 避難行動要支
援者への支援体制
の充実
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「第４期地域福祉計画」（計画期間：令和元年度～令和６年度）

個別施策 施策内容（計画記載） Ｒ５実績 Ｒ６見込 主な成果 今後の課題・方向性 所管課

計画期間の総括(R1～R6年度)

② 災害に備えた
体制の整備

危険区域や避難所・避難方法等を周
知する「ハザードマップ」の配付や、防
災訓練を充実することで、地域住民の
防災意識の高揚を促進します。

「ハザードマップ」を活用し、団体への出
張講座を行い、住民の防災意識の高揚
に努めた。

「ハザードマップ」を活用し、団体への出
張講座を行い、住民の防災意識の高揚
に努める。

「ハザードマップ」を活用し、団体への出
張講座を行い、住民の防災意識の高揚
に努めた。

防災意識の高揚に継続して取り組む。 危機管理室

③ 災害ボランティ
アセンターの設置

大規模災害時には、島本町社会福祉
協議会との協定に基づき、外部からの
ボランティアの受け入れ・調整等を行
う「災害ボランティアセンター」の設置
を要請し、円滑な被災者支援と復興に
努めます。

◆災害ボランティアセンター設置・運営
マニュアルにより災害ボランティアセン
ターの役割と機能を確認。
◆災害ボランティアセンターを運営す
る一方通常業務を継続するための事業
継続計画（BCP）の見直しを行ってい
る。
◆新たに避難行動要支援者のマップを
作成。

◆災害ボランティアセンター設置・運営
マニュアルにより災害ボランティアセン
ターの役割と機能を確認

◆災害ボランティアセンター設置・運営
マニュアルにより災害ボランティアセン
ターの役割と機能を確認
◆災害ボランティアセンターを運営す
る一方通常業務を継続するための事業
継続計画（BCP）を策定

継続実施 福祉推進課

３－４　福祉サービスに関する情報提供
広報しまもと、町ホームページ、ケーブ
ルテレビ、各種制度やサービスに関す
るパンフレット等を活用し、その活用手
法や内容等を含めて、福祉サービス等
に関して誰もがわかりやすい情報提供
を推進します。

各種福祉制度に関するパンフレット、案
内冊子を作成し、各課窓口や文化・情報
コーナーへ備え付けしている。
　①障害者福祉の手引き
　②ひとり親家庭のしおり
　③子育て支援事業のご案内
　④介護保険のしおり
子育てに関する事業を掲載した「子育
て支援事業のご案内ガイド及びホーム
ページ掲載を実施した。

各種福祉制度に関するパンフレット、案
内冊子を作成し、各課窓口や文化・情報
コーナーへ備え付け
（障害者、ひとり親、子育て、介護保険）

子育てに関する事業を掲載した「子育
て支援事業のご案内」ガイドびホーム
ページ掲載を実施した。

今後も制度に関するパンフレット、案内
冊子を各課において作成し、窓口等で
配布する。

福祉推進課
すこやか推進課

高齢介護課
子育て支援課
政策企画課

高齢者・障害者・外国人等情報を得る
ことが困難な人に対し、適切な情報入
所が可能となるように、情報のバリア
フリー化を推進します。（音声・点字に
よる情報提供、手話通訳者の派遣）

①広報しまもとにおいて、高齢者や弱
視者などを含むすべての方が読みやす
い誌面、そして情報が正確に伝わる誌
面とするため、「ユニバーサルデザイン
フォント（UDフォント）」を活用した。
②ホームページにおいて、高齢者や障
害者等ホームページの利用に何らかの
制約がある方等、誰もが提供される情
報や機能を支障なく利用できるよう
ウェブアクセシビリティに対応するよう
努めた。

①広報しまもとにおいて、高齢者や弱
視者などを含むすべての方が読みやす
い誌面、そして情報が正確に伝わる誌
面とするため、「ユニバーサルデザイン
フォント（UDフォント）」を活用する。
②ホームページにおいて、高齢者や障
害者等ホームページの利用に何らかの
制約がある方等、誰もが提供される情
報や機能を支障なく利用できるよう
ウェブアクセシビリティに対応するよう
努める。

①広報しまもとにおいて、高齢者や弱
視者などを含むすべての方が読みやす
い誌面、そして情報が正確に伝わる誌
面とするため、「ユニバーサルデザイン
フォント（UDフォント）」を活用した。
②ホームページにおいて、高齢者や障
害者等ホームページの利用に何らかの
制約がある方等、誰もが提供される情
報や機能を支障なく利用できるよう
ウェブアクセシビリティに対応するよう
努めた。

継続実施 福祉推進課
政策企画課

民生委員児童委員協議会において、定
例会・役員会や各地区会を開催し連携
を図った。

民生委員児童委員協議会において、定
例会・役員会や各地区会を開催し連携
を図る。

民生委員児童委員協議会において、定
例会・役員会や各地区会を開催し連携
を図った。

継続して実施する 福祉推進課

ケアマネジャーの資質向上を図るため、
地域包括支援センター主催でケアマネ
ジャー部会を３回実施した。

ケアマネジャーの資質向上を図るため、
地域包括支援センター主催でケアマネ
ジャー部会を実施予定。

地域包括支援センターと協力して、ケア
マネジャーの資質向上を図ることがで
きた。

地域包括支援センターと協力して、継続
実施。

高齢介護課

庁内の関係部局や関係機関との連携
を強化し、保健・医療・福祉分野の情
報の一元化を進めることで、情報を必
要とする人に適切な情報を提供できる
よう体制の充実に努めます。

① 情報提供の推
進

② 各分野の連携
による情報提供体
制の充実



「第４期地域福祉計画」（計画期間：令和元年度～令和６年度）

個別施策 施策内容（計画記載） Ｒ５実績 Ｒ６見込 主な成果 今後の課題・方向性 所管課

計画期間の総括(R1～R6年度)

３－５　権利擁護と福祉サービスの推進
民生委員児童委員に日頃から、地域の
見守りをお願いしており、気になる世帯
があれば、関係機関へ連絡してもらう
よう連携した。

民生委員児童委員に日頃から、地域の
見守りをお願いしており、気になる世帯
があれば、関係機関へ連絡してもらう
よう連携する。

民生委員児童委員に日頃から、地域の
見守りをお願いしており、気になる世帯
があれば、関係機関へ連絡してもらう
よう連携した。

継続して実施する 福祉推進課

障害者虐待対応
　通報：17件

障害者虐待への対応を実施 障害者虐待への対応を実施 継続実施 福祉推進課

高齢者虐待対応
　通報：10件
高齢者虐待防止ネットワーク会議の立
ち上げと年１回の定例会議を開催した。

高齢者虐待への対応を実施 高齢者虐待を未然に防ぐとともに、虐
待事案への適切な介入が実施できた。

引き続き、地域包括支援センターと連
携し、事実確認や必要に応じての緊急
措置を行う。また、高齢者虐待に関する
相談窓口の周知に努める。

高齢介護課

広報や啓発物品の窓口配架により、虐
待防止の啓発を図った。

広報や啓発物品の窓口配架により、虐
待防止の啓発を図る。

広報や啓発物品の窓口配架により、虐
待防止の啓発を図った。

継続実施 子育て支援課

子どもや障害者・高齢者等に対する虐
待被害を早期に発見できるよう、地域
住民や民生委員児童委員等の地域福
祉の担い手・各種関係機関との連携
強化を図ります。

児童虐待、高齢者虐待、障害者虐待の
早期発見・早期解決を図るため、広報等
により相談・通報先や虐待防止の周知
啓発を行うとともに、関係機関等と綿
密に連携を取りながら対応した。

児童虐待、高齢者虐待、障害者虐待の
早期発見・早期解決を図るため、広報等
により相談・通報先や虐待防止の周知
啓発を行うとともに、関係機関等と綿
密に連携を取りながら対応する。

児童虐待、高齢者虐待、障害者虐待の
早期発見・早期解決を図るため、広報等
により相談・通報先や虐待防止の周知
啓発を行うとともに、関係機関等と綿
密に連携を取りながら対応した。

継続して実施する 福祉推進課

高齢者や障害者等、成年後見制度の
利用が必要と認められる人が適切に
利用できるよう制度の周知を図り、申
し立て等の支援を行います。

成年後見制度利用支援事業として、親
族のいない対象者の町長申立て、後見
報酬助成を実施
　町長申立：障害2件・高齢0件
　報酬助成：障害3件・高齢0件

成年後見制度利用支援事業として、親
族のいない対象者の町長申立て、後見
報酬助成を実施

成年後見利用支援事業として、親族の
いない対象者の町長申立て、成年後見
報酬助成を実施

「成年後見制度利用促進計画」を包含す
る次期計画に向けて、中核機関の設置
や、市民後見・法人後見など、成年後見
支援体制の更なる充実を検討していく
必要がある。

福祉推進課
高齢介護課

認知症についての理解の輪を広げ、
地域で生活する認知症高齢者やその
家族をまちぐるみで温かく見守るため
「認知症サポーター」を養成します。ま
た、認知症カフェの活動支援や、周知・
啓発に取り組むとともに、「島本町認
知症高齢者等見守りネットワーク」の
充実を図ります。

●認知症サポーター養成講座
一般住民向けや出前で講座を実施。ま
た、町内全小学校の4年生を対象にし
たキッズサポーター教室を実施。
→開催回数１４回
　 延べ受講者６８９人
●オレンジパートナー養成講座…認知
症サポーターを対象とした、より実践的
な知識・スキルを習得してもらうための
ステップアップ講座。令和５年度から新
規で実施。
→開催回数１回　21人受講
●認知症カフェ
令和5年度末時点で2か所。うち1か所
は休止中。

●認知症サポーター養成講座及びその
ステップアップのための取り組みを実
施

●認知症カフェを実施

多くの町民にサポーター養成講座を受
講してもらうことで、認知症に対する理
解が促進された。

・認知症カフェの今後の支援方法を検
討していく必要がある。

高齢介護課

認知症高齢者や知的・精神障害等で
判断能力に不安のある住民が、適切
に福祉サービス等を利用し、地域での
生活が継続できるよう、日常生活自立
支援事業（みまもーる）の周知・普及に
努めるとともに、関係機関との連携を
強化し、利用支援に努めます。

社協が行う「日常生活自立支援事業（み
まもーる）」への補助を実施。
　→利用17人、相談667件、訪問639
件

社協が行う「日常生活自立支援事業（み
まもーる）」への補助を実施

社協が行う「日常生活自立支援事業（み
まもーる）」への補助を実施

継続実施 福祉推進課

民生委員児童委員、家庭児童相談員
や、地域包括支援センター等の関係機
関と連携し、子どもや高齢者、障害者
等への虐待や暴力の防止を啓発しま
す。

② 判断能力に不
安のある人に対す
る理解と支援の推
進

① 虐待防止の推
進
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「第４期地域福祉計画」（計画期間：令和元年度～令和６年度）

個別施策 施策内容（計画記載） Ｒ５実績 Ｒ６見込 主な成果 今後の課題・方向性 所管課

計画期間の総括(R1～R6年度)

様々な事情で経済的に困窮し、最低
限度の生活を維持できなくなるおそれ
のある人の早期発見・把握に努めま
す。

定期的に広報しまもとやしまもと社協
だよりに掲載し、また、全戸配布のチラ
シで制度を周知している。

定期的に広報しまもとやしまもと社協
だよりに掲載し、また、全戸配布のチラ
シで制度を周知

定期的に広報しまもとやしまもと社協
だよりに掲載し、また、全戸配布のチラ
シで制度を周知している。

今後もきめ細かな相談対応を継続す
る。

福祉推進課

生活困窮者に対し、個別に事情を確認
したうえで、本人の意向のもと、自立に
向けたプランを策定し、就労支援や日
常生活における自立や社会生活にお
ける自立を支援します。

生活困窮者自立支援法に基づく各種事
業を実施
①自立相談支援
　→受付80人、うちﾌﾟﾗﾝ作成31件・就
労支援12人（就労者5人・増収者5人）
②家計相談支援　18件
③住居確保給付金　2件
④一時生活支援  　1件
⑤就労準備支援事業　0件
⑥ひきこもり当事者・家族に対する相
談支援を実施（不登校除く）
※社協において、町内のイベントで不
要食品を募る「フードドライブ」を実施。
また、町内コンビニ店舗と協定し、店舗
に食品回収ボックスを設置。

生活困窮者自立支援法に基づく各種事
業を実施

生活困窮者自立支援法に基づく各種事
業を実施
※R2年度から「ひきこもり」の当事者・
家族に対する支援も開始
※R3年度からすぐには一般就労が難
しい方に、コミュニケーション能力の向
上や就労体験等の支援を行う「就労準
備支援事業」を新たに開始
※R5年度から、社協において、イベン
トで不要食品を募る「フードドライブ」
を実施。また、町内コンビニ店舗と協定
し、店舗に食品回収ボックスを設置。

現状においても、現に困窮する人だけ
でなく、将来の不安や生きづらさを抱
える人への幅広い支援を行っている
が、今後検討する「重層的支援体制」に
おいて、どのように各機関と連携し、包
括的な支援を充実していけるか検討が
必要。

福祉推進課

生活に困っている人のうち家計管理に
問題を抱える人に対し、家計の現状把
握から家計改善に取り組むための支
援、各種制度・サービスへの支援を行
います。

生活困窮者自立支援法に基づき家計改
善にむけた支援を実施。 （令和5年9月
末現在） 　→支援5件

生活困窮者自立支援法に基づき家計改
善にむけた支援を実施

家計管理に問題を抱える方に「家計改
善支援」を実施

継続実施 福祉推進課

離職により住まいを失った人や、その
おそれのある人に対し、期間を定めて
家賃相当額の住居確保給付金を給付
するとともに、就労に向けた支援を行
います。

生活困窮者自立支援法に基づき住居確
保給付金を支給。
　→支給2件

生活困窮者自立支援法に基づき住居確
保給付金を支給

離職により住まいを失った方に「住居
確保給付金」として家賃相当額を支給
した。（コロナ禍初期のR2年度には利
用が増加）

継続実施 福祉推進課

住まいを失った人に対し、宿泊場所や
食事を一時的に提供します。

生活困窮者自立支援法に基づき一時生
活支援を実施している。
　→支援件数　1件

生活困窮者自立支援法に基づき一時生
活支援を実施

住居を失った方に宿泊場所を提供する
「一時生活支援事業」を実施（コロナ禍
初期のR2年度には利用が増加）

継続実施 福祉推進課

関係機関と連携し、生活困窮者支援を
通じて、誰もが共に暮らしていける地
域づくりに努めます。

毎月、町と事業の委託先である社協で
支援調整会議を開催している。また、就
労準備支援の大阪府広域事業の受託者
であるA'ワーク創造館ともケース会議
を実施している。

町と事業の委託先である社協で 支援
調整会議を開催

生活困窮者支援に関し、関係機関によ
る支援調整会議を実施

継続実施 福祉推進課

③ 生活困窮者へ
の自立支援の充実



「第４期地域福祉計画」（計画期間：令和元年度～令和６年度）

個別施策 施策内容（計画記載） Ｒ５実績 Ｒ６見込 主な成果 今後の課題・方向性 所管課

計画期間の総括(R1～R6年度)

庁内の関係部局と連携し、支援を必要
としている世帯が適切な支援につなが
るよう努めます。

経済的な理由により、就学が困難な児
童生徒に対し、就学援助制度を実施し
た。
必要に応じて個別ケース検討会議を開
催し、支援を要するケースの情報共有
に努めた。

経済的な理由により、就学が困難な児
童生徒に対し、就学援助制度を実施
必要に応じて個別ケース検討会議を開
催し、支援を要するケースの情報共有
に努める。

就学援助を実施
必要に応じて個別ケース検討会議を開
催し、支援を要するケースの情報共有
に努めた。

関係機関との情報共有に努め、連携強
化を図り、継続実施

福祉推進課
教育総務課

子育て支援課

相談支援や就労支援をはじめとした
総合的な支援を進め、教育・就労・社
会参加の機会確保に努めます。

母子・父子自立支援員や生活困窮者自
立支援の自立相談支援機関の支援員等
が、職業訓練や就労等をはじめ総合的
な支援を実施している。

母子・父子自立支援員や生活困窮者自
立支援の自立相談支援機関の支援員等
が、職業訓練や就労等をはじめ総合的
な支援を実施

母子・父子自立支援員や生活困窮者自
立支援の自立相談支援機関の支援員等
が、職業訓練や就労等をはじめ総合的
な支援を実施

継続実施 福祉推進課

子どもの貧困問題や健康不安等、多
様な相談内容に対して、職員・相談員
の研修を充実させ、支援体制を強化し
ます。

・妊娠期より継続的な相談対応（電話・
訪問・面接等）を実施し、必要な機関や
相談先につないだ。大阪府主催等の研
修に参加し、相談対応に生かしている。
・児童虐待に関する知識の向上を図る
ため、研修を実施した。

妊娠期より継続的な相談対応、関係機
関へのつなぎを実施
・児童虐待に関する知識の向上を図る
ため、研修を実施

・妊娠期より継続的な相談対応、関係機
関へのつなぎを実施
・児童虐待に関する知識の向上を図る
ため、研修を実施した。

R6年度中に母子保健機能と児童福祉
機能の連携による「(仮称)こどもすこや
かセンター」を設置し、こどもの支援体
制の更なる強化、連携や施策の充実を
図っていく。
引き続き、児童虐待に関する知識の向
上を図るため、研修を実施する。

福祉推進課
すこやか推進課
子育て支援課

子ども食堂や学習に関する取組を支
援することで、支援を必要とする子ど
もの生活を支えます。

◆子どもの居場所づくりの一環として、
子ども食堂への補助制度を実施し、子
ども食堂の開設・運営を支援。
◆町内の子ども食堂数：9か所
　→一小校区１、二小校区３、三小校区
２、四小校区３

◆子どもの居場所づくりの一環として、
子ども食堂への補助制度を実施し、子
ども食堂の開設・運営を支援

補助制度を活用して「子ども食堂」の開
設・運営支援を行い、各小学校区に1つ
以上の設置を達成し、令和5年度には9
か所の食堂が開設されている。（R１～
R６の６年間で、食堂数は２か所から９
か所に増加）

箇所数は十分増加したことから、今後
は、内容の充実と連携、周知などに力点
を置き、各子ども食堂の運営の安定化、
プログラムの充実、開催回数の増加、食
堂間や関係機関との連携強化、住民へ
の周知強化などを図っていく。

福祉推進課

３－６　住みやすい生活環境の整備
障害者住宅改造助成事業
　2件

障害者住宅改造助成事業を実施 重度障害者を対象に住宅改造助成を実
施

継続実施 福祉推進課

介護保険制度による住宅改修費の支給
　１２０件

介護保険制度による住宅改修費の支給
を実施

高齢者に住宅改修費の支給を実施 今後も要支援・要介護高齢者の在宅で
の自立生活の維持・向上や介護者の介
護負担の軽減を図るため、住宅の改修・
整備を促進する。

高齢介護課

「島本町バリアフリー基本構想」や「大
阪府福祉のまちづくり条例」等に基づ
き、ユニバーサルデザインの考え方の
もと、誰もが利用しやすい公共施設や
民間施設の整備を推進します。

町の管理する公園において、段差解消
などのバリアフリー化や、ベンチの設置
など休憩場所の確保・充実を図った。

町の管理する公園において、段差解消
などのバリアフリー化や、ベンチの設置
など休憩場所の確保・充実を図る。

公園や公共施設のバリアフリー化を実
施

大型開発に伴うＪＲ島本駅の乗降客数
増加を始め、影響する各インフラ施設へ
のバリアフリー化を踏まえた様々な対
策について、引き続き、検討するととも
に、地域住民が安心して利用できるよ
う、公共施設の整備を実施する。

都市計画課
都市整備課

道路や歩道等の段差を解消し、地域
住民が安心して移動できる道路のバリ
アフリー化を推進します。

◆町道水無瀬青葉１号幹線において、
起伏や横断的に急勾配を改修し、交通
に支障をきたさない道路への改良を実
施。
◆町道水無瀬山崎幹線において、歩行
者が安全に通行できるよう歩道の凹凸
部分の補修を実施。

道路の補修・改善、歩道の段差解消など
のバリアフリー化を実施

道路の補修・改善、歩道の段差解消など
のバリアフリー化を実施

地域住民が安心して移動・通行ができ
るよう、道路のバリアフリー化を推進す
る。

都市計画課
都市整備課

重度身体障害者や要支援・要介護高
齢者の在宅での自立生活の維持・向
上や介護者の介護負担の軽減を図る
ため、住宅改修を促進します。

② 公共施設・道路
等のバリアフリー
化

① 住環境の整備
の促進

④ 子どもの貧困
対策の推進

11ページ



12ページ

「第４期地域福祉計画」（計画期間：令和元年度～令和６年度）

個別施策 施策内容（計画記載） Ｒ５実績 Ｒ６見込 主な成果 今後の課題・方向性 所管課

計画期間の総括(R1～R6年度)

高齢者・障害者とその介助者、妊婦の
方等が公共施設に出かけることを支
援するため、町内を巡回する「福祉ふ
れあいバス」を運行します。

福祉ふれあいバスを運行
運行日数：252日
バス乗車数：24,833人
※令和5年度は新型コロナワクチン接
種などのための臨時運行を10日実施。

高齢者・障害者等の外出支援のための
福祉ふれあいバスを運行

・高齢者・障害者等の外出支援のための
福祉ふれあいバスを運行
・コロナ禍（R3-5）においてはワクチン
接種者のための臨時運行を実施

高齢介護課

タクシー・介護タクシーの利用料の軽
減のため、高齢者と重度障害者に対す
る移送サービス（タクシー代助成）を実
施します。

移送サービスを実施
　　→障害者 　  72人
　　→高齢者 　212人

高齢者・重度障害者を対象にした移送
サービスを実施

高齢者・重度障害者を対象にした移送
サービスを実施

福祉推進課
高齢介護課

免許返納高齢者の増加、バス・タクシー
の運転手不足（タクシー配車困難）な
ど、地域における高齢者等の移動手段
の確保が重要な課題となっている。

③ 移動の利便性
の向上


